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１「高梁市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画」策定経過 

年 日 付 開 催 状 況 

令和２年 

９月１８日 第１回高梁市介護保険事業計画推進委員会 

１２月２２日 第１回高梁市介護保険事業計画等策定検討会 

１２月２４日 第２回高梁市介護保険事業計画推進委員会 

令和３年 

１月２２日～ 

２月１２日 
パブリックコメント（意見）募集 

２月２４日 第３回高梁市介護保険事業計画推進委員会 

 

２ 高梁市介護保険事業計画推進委員会要綱 

平成16年10月１日 

告示第46号 

改正 平成19年３月27日告示第72号 

平成21年９月28日告示第268号 

平成22年７月21日告示第155号 

平成25年４月４日告示第122号 

平成28年３月31日告示第101号 

令和２年８月５日告示第246号 

（設置） 

第１条 本市における介護保険事業及び高齢者保健福祉事業（以下「介護保険事業等」という。）を円

滑に推進するため、高梁市介護保険事業計画推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の事項について意見を述べるものとする。 

(1) 介護保険事業等の具体的方策に関すること。 

(2) 介護保険事業等の進捗状況に関すること。 

(3) 介護保険事業等の計画、推進に関すること。 

(4) 地域密着型サービス事業者、地域密着型介護予防サービス事業者及び介護予防支援事業者の指定

に関すること。 

(5) 地域密着型サービス事業者及び地域密着型介護予防サービス事業者の指定基準及び介護報酬に

関すること。 

(6) 地域密着型サービスの質の確保、運営評価に関すること。 

（組織及び職務） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱した委員15人以内をもって組織する。 

(1) 被保険者を代表する者 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 介護サービスに関する事業に従事する者 
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(4) 前３号に掲げるもののほか、介護に関係する者 

２ 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任することができる。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し議長となる。 

２ 委員長は、過半数の委員の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者を出席させ、説明及び意見を聴くこと

ができる。 

（議事参与の制限） 

第６条 第２条第４号に規定する事項の議事に関し、指定を受けようとする事業者に関係する委員があ

る場合は、当該委員はこの議事に参与することができない。 

（報酬及び費用弁償） 

第７条 委員が会議の招集に応じて委員会に出席し、又は公務のために旅行したときは、報酬及び旅費

を支給する。 

２ 前項に規定する報酬及び旅費の額は、高梁市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例（平成16年高梁市条例第35号）を準用する。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康福祉部介護医療連携課で行う。 

（その他） 

第９条 この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成16年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月27日告示第72号） 

この告示は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年９月28日告示第268号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成21年10月１日から施行する。 

（高梁市地域密着型サービス運営委員会設置規程の廃止） 

２ 高梁市地域密着型サービス運営委員会設置規程（平成20年高梁市告示第18号）は、廃止する。 

附 則（平成22年７月21日告示第155号） 

この告示は、平成22年８月１日から施行する。 

附 則（平成25年４月４日告示第122号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成25年４月１日から適用する。 

附 則（平成28年３月31日告示第101号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年８月５日告示第246号） 

この告示は、令和２年８月５日から施行する。  
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高梁市介護保険事業計画推進委員会名簿 

区  分 NO 所属及び役職名 氏  名 

被保険者代表 

（第３条第１号） 

1 第１号被保険者 川上 年光 

2 第１号被保険者 森野 公惠 

学識経験者 

（第３条第２号） 

3 高梁医師会 会長 
仲田 永造 

（委員長） 

4 吉備国際大学保健医療福祉学部作業療法学科 准教授 狩長 弘親 

介護保険事業者 

（第３条第３号） 

5 
居宅介護支援事業者 

（順正学園居宅介護支援センター 管理者） 
小坂久美子 

6 
居宅サービス事業者［地域密着型サービス］ 

（小規模多機能型居宅介護ちかのり 管理者） 
藤井 由佳 

7 
介護保険施設 

（特別養護老人ホーム グリーンヒル順正 事務長） 
草野 貴史 

介護に関係する者 

（第３条第４号） 

8 岡山県備中県民局健康福祉部健康福祉課 課長 嶋田  武 

9 高梁市社会福祉協議会 事務局長 
藤本 和義 

（副委員長） 

10 高梁市民生委員児童委員協議会 会長 渡邉 俊雄 

11 高梁市老人クラブ連合会 会長 太田 聖眼 

12 高梁市愛育委員会連合会 会長 中山 美江 

13 高梁市栄養改善協議会連合会 会長 長江 絹代 

 
３ 高梁市介護保険事業計画等 策定検討会設置 規程  

平成22年11月５日 

訓令第27号 

改正 平成23年３月31日訓令第６号 

平成25年４月１日訓令第16号 

平成28年３月31日訓令第15号 

平成29年５月15日訓令第26号 

令和２年３月25日訓令第５号 

（設置） 

第１条 高梁市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（以下「計画」という。）の策定について、

必要な事項を検討するため、高梁市介護保険事業計画等策定検討会（以下「検討会」という。）を設

置する。 
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（所掌事務） 

第２条 検討会は、目的達成のため次の事業を行う。 

(1) 計画の策定に係る重要事項の調査及び審議に関すること。 

(2) 計画の策定に関し、関係部署間の調整に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、計画の策定に関し、必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 検討会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織し、別表第１に定める職にある者を市長が

任命する。ただし、辞令の交付は行わない。 

２ 委員長は、健康福祉部長をもって充て、副委員長は、委員長が指名する者をもって充てる。 

３ 委員長が必要と認めるときは、関係職員及び関係機関の職員を参画させることができる。 

（会議） 

第４条 検討会の会議は、委員長が必要に応じ招集する。 

２ 会議の議長は、委員長がこれにあたる。 

３ 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代理する。 

（専門部会） 

第５条 検討会に委員長が指定した専門の事項について調査、研究させるため専門部会（以下「部会」

という。）を置くことができる。 

２ 部会の委員は、別表第２に掲げる者をもって充て、必要により関係機関の職員の参画を求めること

ができる。 

（庶務） 

第６条 検討会及び部会の庶務は、介護医療連携課で行う。 

（その他） 

第７条 この訓令の施行に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成22年11月５日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日訓令第６号） 

この訓令は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年４月１日訓令第16号） 

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日訓令第15号） 

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年５月15日訓令第26号） 

この訓令は、平成29年５月15日から施行する。 

附 則（令和２年３月25日訓令第５号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

健康福祉部長、企画政策課長、理財課長、税務課長、都市整備課長、市民課長、住もうよ高梁推進課

長、健康づくり課長、福祉課長、成羽病院事務局長、社会教育課長、消防総務課長 

別表第２（第５条関係） 

企画政策課、理財課、税務課、都市整備課、市民課、住もうよ高梁推進課、健康づくり課、福祉課、成

羽病院事務局、社会教育課、消防総務課の各職域から2名以内 
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高梁市介護保険事業計画等策定検討会委員名簿 

【規程第３条第１項：別表第１関係】 

職        名 氏   名 備 考 

1 健康福祉部長 蛭 田  俊 幸 委 員 長 

2 健康福祉部次長兼福祉課長 大 河  巨 和 副委員長 

3 企画政策課長 渡 辺  丈 夫  

4 理財課長 山 川  映 之  

5 税務課長 福 田  茂 樹  

6 都市整備課長 内 田  弘 樹  

7 市民課長 野 口  和 則  

8 住もうよ高梁推進課長 大 福  克 志  

9 健康づくり課長 奥 野  真 由 美  

10 成羽病院事務局長 黒 川  昌 光  

11 社会教育課長 上 森  智 子  

12 消防総務課長 東   三 男  
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４ 第１号被保険者の保険料の算出 

保険料の算出に当たっては、第８期計画期間中の推計人口（34 ページ参照）を基に、介護予防

の取り組みの効果や給付費適正化に向けた取り組みの効果、要介護（要支援）認定の適正化の取り

組み等を踏まえた認定者数の推計（36 ページ参照）に加え、介護保険サービスの基盤整備等の状

況を勘案したうえで、第８期計画期間中の介護（予防）サービスの利用量（給付費）と地域支援事

業費を見込み、第 1 号被保険者負担分（保険料）を算出しました。 

■高齢者数、高齢化率の推移と推計 

【図 1】で示すとおり、高齢者全体は減少していく見込みです。そのうち、前期高齢者（65 歳

以上 75 歳未満）は、令和２年をピークに減少していますが、後期高齢者（75 歳以上）は増加し、

令和７年までその傾向は続くと予測しました。 

【図 1】人口及び高齢化率の推移と推計（再掲） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■要支援・要介護認定者数等の推移と推計 

36 ページで要支援・要介護認定者数を推計しました。後期高齢者は今後も増加するものの、認

定率やサービス受給率が特に高くなる 85 歳以上人口は、減少傾向にあります。このため認定者数

は【図 2】のとおり、今後は減少する見込みです。認定率は、令和７年までほぼ横ばいと予測しま

した。 

【図 2】要支援・要介護認定者数及び認定率の推移と推計（再掲） 
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■第 1 号被保険者数、認定者数、介護（予防）給付費等の推移と推計 

平成 24 年度からの経年変化を見ると、第１号被保険者数と認定者数は、平成 29 年を境にして

減少に転じています。一方、給付費と第 1 号被保険者一人当たり給付費は、平成 27 年度の介護報

酬改定等により一時的に減少しましたが、今後も令和５年度まで上昇を続けると見込みました。 

【図 3】第 1号被保険者数、認定者数、介護（予防）給付費等の推移と推計（H24＝100%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■居宅サービス・施設サービス・地域密着型サービス等の給付費推移と推計 

サービス区分別では、地域密着型サービスに係る給付費が急増しています。主な要因として、平

成 24 年、25 年の地域密着型特別養護老人ホームの整備、平成 28 年度に定員 18 人以下の通所介

護事業所が地域密着型へ移行したこと、平成 29 年の看護小規模多機能居宅介護事業所の整備など

が考えられます。 

施設サービスでは、医療療養型病床が介護医療院へ転換したことから、平成 30 年以降の給付費

の増加を見込んでいます。 

【図 4】居宅サービス・施設サービス・地域密着型サービス等の給付費推移と見込み（H24＝100%） 
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■被保険者・国・県・市の負担割合 

標準給付費見込額と地域支援事業費に対する被保険者・国・県・市の負担割合は 89 ページに記

載のとおりです。第８期計画における標準給付費見込額と地域支援事業費の見込額から、それぞれ

の負担見込額を算出すると下図のとおりとなります。 

第８期計画期間中における第１号被保険者の負担割合は 23%ですが、「高齢者中の後期高齢者の

加入割合が高いことによる給付増」と「被保険者の所得水準が低いことによる収入減」により、保

険者間で保険料に格差が生じないようにするために、保険者の後期高齢者加入割合補正係数と所

得段階別加入割合補正係数により補正（90 ページ表 Ｆ参照）され、調整交付金（全国ベースで給

付費等の５%相当分。ただし地域支援事業費のうち包括的支援事業と任意事業を除く）として国か

ら補填されます。 

【図 5】介護給付費の負担割合 

後期高齢者加入割合等（補正前）          後期高齢者加入割合等（補正後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【図 5】は介護給付費について、後期高齢者加入割合等の補正前と補正後の状況を示しています。

本市においては、後期高齢者の加入割合が多いことから、補正後の調整交付金の交付割合は全国ベ

ースの５%相当分に対して 10.02%となる見込みです。このため、第 1 号被保険者の負担割合 23%

は、実質的には 17.98%となる見込みです。 

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業）に対する被保険者・国・県・市の負担割合

は【図 6】のとおりです。なお、地域支援事業費のうち、包括的支援事業と任意事業【図 7】は調

整交付金の交付対象となりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 

23％ 
第 1 号被保険者 
33 億 9,340 万円 

27％ 
第 2 号被保険者 
39 億 8,355 万円 

45％ 
国・県・市 

66 億 3,926 万円 

5％ 
調整交付金 

7 億 3,770 万円 

 

17.98％ 
第 1 号被保険者 
26 億 5,276 万円 

27％ 
第 2 号被保険者 
39 億 8,355 万円 

10.02％ 
調整交付金 

14 億 7,834 万円 

 

45％ 
国・県・市 

66 億 3,926 万円 

介護給付費 

147 億 5,391 万円 
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【図 6】地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業）の負担割合 

後期高齢者加入割合等（補正前）         後期高齢者加入割合等（補正後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【図 7】地域支援事業費（包括的支援事業、任意事業）の負担割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23％ 
第 1 号被保険者 

7,251 万円 

27％ 
第 2 号被保険者 

8,512 万円 

45％ 
国・県・市 

1 億 4,186 万円 

5％ 
調整交付金 
1,576 万円 

 

17.98％ 
第 1 号被保険者 

5,668 万円 

27％ 
第 2 号被保険者 

8,512 万円 

10.02％ 
調整交付金 
3,159 万円 

 

45％ 
国・県・市 

1 億 4,186 万円 

地域支援事業費 

3 億 1,525 万円 

地域支援事業費 

3 億 8,212 万円 

77％ 
国・県・市 

2 億 9,423 万円 

23％ 
第 1 号被保険者 

8,789 万円 
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標準給付費見込額と地域支援事業費の総額で負担割合を算出すると下図のとおりです。 

【図 8】被保険者・国・県・市の負担割合（後期高齢者加入割合等 補正前） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図 9】被保険者・国・県・市の負担割合（後期高齢者加入割合等 補正後） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※調整交付金の対象とならない地域支援事業費（包括的支援事業、任意事業）を含めて算出しているため、

調整交付金の率は【図 5】【図 6】と一致しません。 

※第 2 号被保険者負担のない地域支援事業費（包括的支援事業、任意事業）を含めて算出しているため、

第 2 号被保険者の負担割合は【図 5】【図 6】と一致しません。 

 

  

26.33％ 
第 2 号被保険者 
40 億 6,867 万円 

23％ 
第 1 号被保険者 
35 億 5,380 万円 

45.79％ 
国・県・市 

70 億 7,535 万円 

4.88％ 
調整交付金 

7 億 5,346 万円 

 

154 億 

5,128 万円 

154 億 

5,128 万円 

45.79％ 
国・県・市 

70 億 7,535 万円 

26.33％ 
第 2 号被保険者 
40 億 6,867 万円 

18.11％ 
第 1 号被保険者 
27 億 9,733 万円 

9.77％ 
調整交付金 

15 億 993 万円 
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■介護保険料基準額（月額）の算出 

【図 10】のとおり、第８期計画期間における第１号被保険者負担分相当額（90 ページ表 Ｃ合

計参照）を算出し、調整交付金見込額と保険者機能強化推進交付金等、介護保険準備基金取り崩し

額を減じ、介護保険料収納必要額（90 ページ表 Ｊ合計参照）を算出した上で、【図 11】の算出式

により介護保険料基準額（月額）を算出しました。 

【図 10】介護保険料収納必要額の算出式 

 

 

 

 

 

 

 

【図 11】介護保険料基準額（月額）の算出式 

 

 

 

 

 

 

 

■介護保険料の軽減と内訳 

第１号被保険者保険料については、世帯課税・非課税区分を基本とした多段階方式（12 段階）

とし、市民税課税者のうち高額所得者については、その所得水準に応じて保険料率を引き上げる弾

力運用を第７期（平成 30 年度から令和 2 年度）に引き続き設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護保険料 

収納必要額 

27億 5,755万円 

(P90表 J) 

÷ 
予定介護保険料 

収納率 

99.30% 

(P90表 K) 

※所得段階別 

加入割合補正後被保険者数 

35,063人 

(P90表 L合計) 

÷ 

介護保険料基準額（月額） 

６，６００円 ＝ 

１２月 ÷ 

※所得段階別加入割合補正後被保険者数とは、各所得段階別加入者推計人

数(P91)に各所得段階別の保険料率(P91)を乗じて得た人数(3 年間)の合計 

第 1号被保険者 
負担分相当額（23%） 

35億 5,379万円 
（P90表 C合計） 

調整交付金相当額 

7億 5,346万円 

(P90表 D合計) 

調整交付金見込額 
15億 972万円 

(P90表 E合計) 

保険者機能強化推進 
交付金等の見込額 

3,489万円 
(P90表 G) 

介護保険料 
収納必要額 

27億 5,755万円 
(P90表 J) 

＝ 

＋ － － 

※介護保険料収納必要額の算出に必要な各

金額を万円未満を四捨五入して記載してい

るため、「介護保険料収納必要額」は 90 ペ

ージ表 J 欄の値と一致しません。 

介護保険 
準備基金取崩額 

509万円 
(P90表 H) 

－ 
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５ 用語解説 

 
あ行 

 

◆ 愛育委員 

地域の健康や福祉に関わるさまざまな問題を解決していくために、自主的に取り組み、健康で

豊かなまちづくりを目指している組織を愛育委員会という。愛育委員会に属し、愛育活動をする

人を愛育委員という。 

◆ ＩＡＤＬ 

「身の回りの動作（食事、更衣、整容、トイレ、入浴等）・移動動作＝基本的日常生活動作（ADL）」

の次の段階のことをいい、「手段的日常生活動作」という。具体的には、買い物、洗濯、電話、薬

の管理、財産管理、乗り物等の日常生活上の複雑な動作のこと。 

◆ ＩＣＴ 

インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジーの略。情報通信技術

のこと。通信技術を活用して情報の伝達や共有などコミュニケーションをとること。 

◆ アセスメント 

事前評価、初期評価。福祉分野においては、福祉利用者が直面している問題や状況の本質、原

因、経過、予測を理解するために、援助活動に先立って行われる一連の手続き。 

◆ 運営推進会議 

地域密着型サービスを提供する事業所は２カ月に１回（地域密着型通所介護・認知症対応型通

所介護はおおむね６カ月に１回）の頻度で、利用者や利用者の家族代表、地域住民、市職員等で

構成する会議の設置・開催が義務付けられている。 

 

か行 

 

◆ 介護支援専門員 

介護保険法に規定された専門職で、一般的にケアマネジャー（ケアマネ）と呼ばれている。介

護認定を受けた利用者等の相談に応じ、利用者の希望や心身の状態を考慮して、在宅や施設で適

切なサービスが受けられるよう、ケアプラン（介護サービス計画）を立案したり、関係機関との

連絡調整などをして、自立した日常生活ができるよう支援する。 

◆ 介護福祉士 

身体や精神上の障害があることによって日常生活に支障がある人に対し、心身の状況

に応じて生活行為や生活動作を支援し、支える知識と技術を有する介護の専門資格を持

つ者のこと。 

◆ 介護予防 

可能な限り介護を必要とする状態にならないように健康で生きがいのある自立した生活を送

ること、または要介護状態を悪化させないようにすることをいう。 
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◆ 介護（予防）給付 

介護予防給付は、支援が必要と認められた人に給付される介護保険の保険給付のことをいう。

介護給付は、介護が必要と認められた人に給付される介護保険の保険給付のこと。介護予防給付

の対象となる人は要支援１・２、介護給付の対象となる人は要介護１から要介護５の人となる。 

◆ 介護ロボット 

ロボット技術が応用され、利用者の自立支援や介護者の負担軽減に役立つ介護機器のこと。 

◆ 基本チェックリスト 

生活機能低下の恐れのある高齢者を早期に把握するためのもので、運動・口腔・栄養・物忘れ・

うつ症状・閉じこもり等の全 25 項目で構成されている。 

◆ 急性期・回復期リハビリテーション 

症状の発症が急激で、生命の危機状況にあるなど、全身管理を必要とする時期を急性期という。

生命の危機状況から脱し、症状が安定に向かっている時期を回復期といい、集中的なリハビリを

行うことで大きな成果を得ることができる。 

◆ 協議体 

生活支援サービスの充実に向けて、平成 27 年度から地域支援事業に位置付けられたもので、

各地域における生活支援コーディネーターと生活支援・介護予防サービスの提供主体等が参画し、

定期的な情報共有及び連携強化の場として、中核となるネットワークのこと。 

◆ ケアプラン 

個人のニーズに合わせた適切な保健・医療・福祉サービスが提供されるように、介護支援専門

員を中心に作成される介護サービス計画のこと。ケアプランは、①利用者のニーズの把握、②援

助目標の明確化、③具体的なサービスの種類と役割分担の決定、といった段階を経て作成され、

公的なサービスだけでなく、インフォーマル（非公的）な社会資源をも活用して作成する。 

◆ ケアマネジメント 

生活困難な状態になり援助を必要とする利用者が、迅速かつ効果的に必要とされるすべての保

健・医療・福祉サービスを受けられるよう調整することを目的とした援助展開の方法をいう。利

用者と社会資源の結びつけや関係機関・施設との連携において、この手法が取り入れられている。 

◆ 国保データベース（ＫＤＢ）システム 

国保連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて管理する「特定検診・特定保健指導」、

「医療（後期高齢者医療を含む）」、「介護保険」等の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関

する情報」を提供し、保険者の効率的で効果的な保健事業の実施をサポートするために構築され

たシステムのこと。 

◆ コーホート変化率法 

一定期間における人口の変化率に着目し、その変化が対象地域の年齢別人口変化の特徴であり、

将来にわたり維持されるものと仮定して将来の人口を算出する方法。 
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さ行 

 

◆ 在宅医療 

医師をはじめ、看護師、介護支援専門員、訪問介護員等の医療福祉従事者が連携して定期的に

利用者の自宅等を訪問し、チームとなって治療やケアを 24 時間体制で行う医療活動のこと。 

◆ 作業療法士 

身体、精神に障害のある人に対して、積極的な生活を送る能力の獲得を図るため、種々の作業

活動を用いての治療や訓練活動、指導等により作業療法を専門的に行う医学的リハビリテーショ

ン技術者のこと。 

◆ 社会福祉士 

社会福祉士および介護福祉士法によって創設された、ソーシャルワーク専門職のことをいいま

す。専門的知識と技術をもって、日常生活を営むのに支障がある人の福祉に関する相談に応じ、

助言、指導その他の援助を行っている。 

◆ 主任介護支援専門員 

介護支援専門員(ケアマネジャー)の資格を有し、居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対す

るケアプラン作成技術の指導など、地域包括的ケアマネジメントの中核的な役割を担う専門職で、

一定の研修を修了した人のこと。 

◆ 小地域福祉ネットワーク 

小地域において要援護者が生活を継続できるように、近隣住民が中心となり、保健・医療・福

祉関係者の協力を得て進める個別支援ネットワークの活動のことをいう。全国的に社会福祉協議

会活動の重要な柱として取り組まれている。声かけ、訪問活動、家事支援、介護支援など多様な

機能が含まれる。 

◆ 生活期リハビリテーション 

維持期ともいう。機能障害の症状が安定し、家庭生活等を維持できている時期のこと。急性期、

回復期で得たリハビリテーションの成果を維持することが目的である。 

◆ 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能（主

に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす者を「生活支援コーディネーター（地域支え合

い推進員）」という。高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的

とし、平成 27 年度から地域支援事業に位置付けられた。 

◆ 成年後見制度 

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者等で判断能力が衰えた人を法律的な面で保護し、自立

した生活を支えるための制度のこと。 
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た行 

 

◆ 地域共生社会 

社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」、「支え手」、「受

け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、

人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、

地域を共に創っていく社会を目指すもの。 

◆ 地域支援事業 

要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継続

的なマネジメント機能を強化する観点から、平成 18 年度に創設された事業のことをいう。本市

では、平成 29 年度からは介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることがで

きるようにするため、介護だけでなく、医療や介護予防、生活支援、住まいを包括的に提供でき

るよう「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」、「任意事業」で構成される。 

◆ 地域包括支援センター 

地域住民の保健医療の向上と福祉の増進を包括的に支援することを目的として、地域支援事業

のうちの包括的支援事業を地域において一体的に実施する役割を担う中核拠点のこと。保健師・

社会福祉士・主任介護支援専門員が中心となって、介護予防に関するマネジメントをはじめとす

る高齢者への総合的な支援を行う事業所のことをいう。 

◆ 地域ケア会議 

地域住民等の支援活動や専門職のサービス提供のなかで見えてきた困難ケースなどの共有、検

討、あるいは地域の累積的課題などの、問題解決を図る協議の場のことをいう。 

◆ 地域包括ケアシステム 

地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立した

生活ができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、自立した日常生活の支援が包括的に確保さ

れる体制のこと。 

◆ 地域密着型サービス 

要介護者等の住み慣れた地域での生活を 24 時間体制で支えるという観点から、要介護者等の

日常生活圏域内におけるサービス提供拠点の確保を目的に、平成 18 年度の介護保険制度改正に

よって新たに創設されたサービスのことをいう。保険者（市町村）が指定、指導監督権限を持つ。 

◆ チームオレンジ 

近隣の認知症サポーターがチームを組み認知症の人や家族に対して早期から生活面の支援を

行う取り組み。 
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な行 

 

◆ 日常生活自立支援事業 

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者などが地域で安心した生活を送れるよう、社会福祉協

議会において、福祉サービスの利用手続きの援助や日常的な金銭管理を行う事業のこと。 

◆ 認知症ケアパス 

認知症の人の生活機能障害の進行にあわせて、いつ、どこで、どのような医療・介護サービス

を受けることができるのか、具体的な機関名やケア内容等を認知症の人とその家族に提示するこ

とを目的に作成したもの。 

◆ 認知症サポーター 

認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、支援する応援者のことをい

い、地域住民、金融機関やスーパーマーケットの従業員、小・中・高等学校の生徒などがおり、

全国に 1300 万人を超える認知症サポーターが誕生（令和 2 年 12 月末現在）している。 

◆ 認知症バリアフリー 

移動、消費、金融手続き、公共施設等、生活のあらゆる場面で、認知症の人が不便なく暮らし

ていくために、支障となる障壁を減らしていくこと。 

 

は行 

 

◆ バリアフリー 

建築物や道路等において、高齢者や障害者の利用に配慮した設計のことをいう。具体的には、

車いすで通行可能な道路や廊下の幅の確保、段差解消、手すりや点字の案内板の設置等がある。 

◆ ＰＤＣＡサイクル 

Ｐｌａｎ（計画）・Ｄｏ（実行）・Ｃｈｅｃｋ（評価）・Ａｃｔｉｏｎ（改善）を繰り返すことで、

生産管理や品質管理などの管理業務を継続的に改善していく手法のこと。 

◆ 福祉委員 

選出された福祉区（町内会）を活動の範囲として、住民の皆さんが「安心して暮らせるように、

気くばり・目くばりをし、お互いに励まし合い支え合う」という「福祉のまちづくり」の世話を

する人をいう。福祉区内の福祉ニーズの把握や福祉情報の提供を行うとともに、地域住民と社会

福祉協議会、行政、民生委員・児童委員との「パイプ役」として福祉活動に協力している。 

◆ フレイル 

加齢に伴い心身が老い衰えた状態のこと。 
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ま行 

 

◆ マネジメント 

各種サービスを受けられるよう調整することを目的とした援助展開の方法のこと。 

 

ら行 

 

◆ 理学療法士 

身体に障害がある人に対して、主としてその基本的動作能力の回復を図るため、治療体操等の

運動や電気刺激、マッサージ、温熱等による理学療法を専門的に行う医学的リハビリテーション

技術者のこと。 

◆ ロコモ予防 

体の動きを担う筋肉・骨・関節などの「運動器」に障害が起こり、立ったり歩いたりしづらく

なった状態をロコモ（ロコモティブシンドローム 和名:運動器症候群）という。ロコモが進行す

ると、徐々に日常の活発さが失われ、介護が必要な状態になるため、若いうちから運動器の機能

が衰えないよう予防していくことが大切。 


